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（d）船舶運航計画 

(ｱ) 施設計画 

事業計画地北側に、浮桟橋（延長：約 40ｍ）とその東西にそれぞれ約 90ｍの防波堤（総称して係

留施設という）を検討している。今後、詳細の計画を検討する予定である。 

(ｲ) 運航計画 

運航先は、関西国際空港や大阪の臨海部などを想定しているが、運航経路、発着回数、運航時間等

も含め、今後、詳細の計画を検討する予定である。 

 

1.2.5 工事計画 

（1）工事工程 

本体工事の想定工事工程は表 1.2.5 に示すとおりである。 

工事は事業実施に必要な区域認定、都市計画手続き、その他手続きを経て、2023 年度春～夏頃の工

事着手、2029 年度夏～秋頃の全体工事完了を想定している。 

表 1.2.5 工事工程（想定） 

 

 

 

（2）工事用車両の走行ルート 

工事用車両の主要ルートは図 1.2.8 に示すとおりであり、幹線道路や高速道路利用を優先すること

とし、特定の道路に集中することがないよう配慮する。具体には、主として阪神高速道路と幹線道路

を利用し、此花大橋、夢舞大橋及び夢咲トンネルを経由して事業計画地に至る経路を計画している。

また、同時期に万博事業やインフラ工事等が集中する場合、調整を行い、走行ルートに車両が集中す

ることがないよう配慮する。なお、夢洲内の走行ルートは、今後変更の可能性がある。 

 

  

年　次

準備・土工事

建築工事

6 71 2 3 4 5
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図 1.2.8 工事用車両の主要走行ルート  
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（3）工事関連車両削減の配慮等 

工事関連車両の通行による一般交通への影響低減のため、以下の車両削減策を講じる計画である。 

・ 工事関連車両の運行にあたっては、特定の道路及び時間帯に集中することがないよう、走行ル

ートの適切な選定、通行時間帯の配慮、輸送方法の工夫、運転者への適正走行の周知徹底等を

行う。 

・ 工事関連車両の走行台数削減を図るため、パークアンドライドや公共交通機関の積極的な利用

による作業員の輸送、船舶による資材搬入等についても計画している。 

・ 船舶の運航計画については、港湾管理者（港湾局・海上保安庁）等と協議の上、安全な交通計

画を立てる。現時点で想定する工事中の船舶の運航ルートは図 1.2.9 に示すとおりである。 

・ 事業計画地周辺では、多くの物流車両が走行しており、さらに万博の工事や開催時の状況次第

で、やむを得ず夜間に搬出入及び工事を行うことも想定している。夜間工事を行う場合には、

警察、道路管理者等の関係機関と協議・調整の上、低公害型建設機械の採用、振動の少ない工

法の採用、工事関連車両の制限速度の順守、空ぶかしの防止、アイドリングストップの励行な

ど運転者への適正走行を周知徹底する。 

 

 

図 1.2.9 船舶の想定運航経路（工事中）  

凡 例 

：事業計画地 

：太陽光発電事業 

計画候補地 

：大型物資運搬 

：作業員運搬 
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（4）廃棄物・雨水等処理計画 

事業計画地は埋立地で、大規模な切土・盛土を伴う造成はないが、建物地下部や基礎工事において

発生する残土については、極力、島内処分を行う予定である。 

残土を搬出する場合は、島内に仮置きするなど、一時的に集中して搬出しないよう配慮する。その

他、工事中に発生する建設廃棄物については、発生抑制、再利用、再資源化について適切な措置を講

じる。 

工事中の雨水や地下水については、適切な水質管理を行い、雨水管へ放流する予定である。 

また、工事中の汚水（し尿）について、公共下水管整備前は仮設浄化槽で処理し適切な水質管理を

行い、雨水排水管により海域へ排水するか、排出量が少ない期間については汲み取りにより周辺し尿

処理場へ搬出する予定である。海域へ排水する場合の位置は図 1.2.10 を予定している。 

 

 

図 1.2.10  雨水等放流計画図 

1.2.6 ＳＤＧｓ達成への貢献 

「未来社会の実験場」という大阪・関西万博のコンセプトを継承し、ＳＤＧｓの達成に貢献するサ

ステナブルなＩＲをめざす。 

凡 例 

：事業計画地 

：太陽光発電事業 

計画候補地 

：雨水等放流箇所 

出典：本図は、電子地形図 25000（国土地理院）を加工して作成した。 
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第３章 事業計画に反映した環境配慮の内容 

現時点において事業計画に反映した、もしくは今後反映することを計画している環境配慮の内容

は、表 3.1(1)～(6)に示すとおりである。 

表 3.1(1) 事業計画に反映した配慮事項の内容 

環境配慮項目及び環境配慮事項 
選定の 

有無 

環境配慮の内容 

（選定しない場合はその理由） 

１周辺との調和 

１－１ 周辺土地利用との調和 

 

脱炭素社会の実現に向けたまちづくり
など、地域の環境計画の方針・目標等
との整合を図ること。 

○ 

事業計画地が位置する地域のまちづく
り方針に基づき、太陽光発電などの再生
可能エネルギーを積極的に導入するこ
とで、低炭素化を図るとともに、エネル
ギーの多重化による地域の災害への対
応力の強化を図る。 

 

事業の規模・形状及び施設の配置・構
造等の検討にあたっては、周辺地域の
環境や土地利用との調和を図り、環境
への影響の回避又は低減に努めるこ
と。 

○ 

夢洲地区全体の土地利用との整合・調和
を図るとともに、周辺海域等の環境への
影響を回避又は低減する事業計画とす
る。 
当該施設への交通アクセスの方法とし
て、バス輸送機能、船舶による輸送機能
を導入することにより、周辺交通量の増
加を極力抑制することに努める。また、
交通情報提供、公共交通利用促進、物流
の効率化など、総合的な渋滞対策及び交
通マネジメントにより、周辺交通への影
響低減をめざす。 

 

事業計画地の下流域及び周辺地域にお
いて、地下水利用等がある場合は、こ
れらの利水への影響の回避又は低減に
努めること。 

― 

事業計画地内及びその下流域及び周辺 
地域において、地下水利用はないため選 
定しない。なお、事業計画地において、 
地下水利用等がある場合は、これらの利 
水への影響の回避又は低減に努める。 

１－２ 改変区域の位置・規模・形状の適正化 

 

土地の改変や樹林の伐採等を行う場合
には、その改変区域の位置・規模・形
状の選定にあたって環境への影響の回 
避又は低減に努めること。 

― 

事業計画地は、大阪市施工の埋立地であ
り、自然地形の改変及び樹林の伐採を行
わないことから、選定しない。 

 

事業計画地内での土工量バランスに配
慮するよう努めること。 

○ 

掘削土量は最小限とし、発生した掘削土
は事業計画地内で極力再利用すること
で、事業計画地外への排出抑制に努め
る。 
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表 3.1(2) 事業計画に反映した配慮事項の内容 

環境配慮項目及び環境配慮事項 
選定の 

有無 

環境配慮の内容 

（選定しない場合はその理由） 

２ 循 環 
２－１ 資源循環 

 

プラスチックごみや食品ロスの削減な
ど、供用中における廃棄物の発生抑制
や循環資源のリユース・リサイクルに
努めること。 

○ 

物販施設・宿泊施設等における梱包材、
アメニティグッズの発生抑制などプラ
スチック類を含むごみの削減に努める。 
飲食施設・宿泊施設等においては、食品
ロス削減の取組を推進する。 

 

再生利用等が容易にできるよう適切な
資材や工法を選定するなど、工事の実
施や将来の解体により生じる廃棄物の
発生抑制や循環資源のリユース・リサ
イクルに努めること。また、残土の発
生抑制及び有効利用に努めること。 

○ 

建設資材については、再利用や再資源化
しやすい資材を選定するなど、将来、建
物・施設のリニューアルや解体が生じる
場合の廃棄物の発生抑制に努める。 
また、掘削・杭工事等における残土・汚
泥発生量を低減する工法の採用等によ
り、廃棄物の発生抑制を図るとともに、
適正処理による再生活用を図る。 

２－２ 水循環 

 

雨水の有効利用、水の回収・再利用を
図るなど、水の効率的利用に努めるこ
と。 ○ 

雑排水、厨房排水の再生によるトイレ洗
浄水利用、雨水のろ過による水景補給や
潅水利用等の計画を検討する。再利用先
は、MICE、交通関連施設などを想定して
いる。 

 

雨水の地下浸透システムの導入、保水
機能に配慮した土地利用を図るなど、
雨水の貯留浸透・地下水涵接能力の保
全・回復に努めること。 

○ 

敷地内に雨水貯留槽を設置し、雨水活用
による上水使用量と雨水排水量の低減
に努める。具体的には、施設の屋根や壁
面で集めた雨水を地下の雨水貯留槽に
備蓄し、ろ過滅菌後に水景設備への補給
水及び灌水へ利用して雨水流出抑制に
寄与するほか、豪雨時には雨水流出抑制
槽への貯留を検討している。緑地を整備
する他、建築物や構造物、オープンスペ
ース等についても可能な限り緑化を図
る等、保水機能に配慮した土地利用に努
める。 
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表 3.1(3) 事業計画に反映した配慮事項の内容 

環境配慮項目及び環境配慮事項 
選定の 
有無 

環境配慮の内容 

（選定しない場合はその理由） 

３ 生活環境 
３－１ 大気質、水質・底質、地下水、騒音、振動、低周波音、悪臭 

 

自動車交通による環境影響を低減する
ため、供用時における道路、鉄道等の
交通網を考慮して、適切な交通アクセ
スを確保するよう努めること。 

〇 

バス輸送機能、船舶による輸送機能の導入、
及び交通情報提供による公共交通利用促進
に努め、適切な交通アクセスの確保をめざ
す。 

 

公共交通機関の利用促進、物流の効率
化などにより、施設供用時に発生する
自動車交通量の抑制に努めること。 

〇 

交通情報提供、公共交通利用促進、物流の
共同配送など、総合的な渋滞対策及び交通
マネジメントを検討し、自動車交通量の抑
制に努める。 

地域のニーズに応じた自転車駐輪対策
や自転車通行環境の整備等、自転車の
活用推進に努めること。 ― 

必要な駐輪台数の駐輪場の整備、適切な案
内・誘導方法の検討を行うとともに、敷地
Ａ・Ｂ間の立体横断施設により車両動線と
自転車の道路横断動線との立体的な分離を
図るなど、自転車の利用促進を検討する。 

施設で使用管理する車両については、
電気自動車(ＥＶ)、燃料電池自動車(Ｆ
ＣＶ)など次世代自動車の導入に努め
るとともに、ＥＶ用充電施設の設置に
ついて検討すること。また、地域のニ
ーズに応じたモビリティの活用推進に
努めること。 

〇 

施設で使用管理する車両については、電気
自動車などの次世代自動車の導入を図る。
また、駐車場にＥＶ用充電施設の設置を検
討する。 
 

施設の規模、配置及び構造の検討にあ
たっては、大気汚染、水質汚濁、騒音、
振動、悪臭、有害化学物質等による環
境影響の回避又は低減に努めること。 

〇 

施設の規模、配置及び構造の検討にあたっ
ては、大気汚染、水質汚濁、騒音、振動、
悪臭、有害化学物質等による環境影響の回
避又は低減に努める。 

 

工事計画の策定にあたっては、周辺環
境への影響の少ない工法の採用、低公
害型機械の使用、散水の実施等により、
大気汚染、騒音、振動、粉じん、濁水
等による環境影響の回避又は低減に努
めること。 

〇 

工事計画の策定にあたっては、周辺環境へ
の影響の少ない工法の採用、低公害型機械
の使用、散水の実施等により、大気汚染、
騒音、振動、粉じん、濁水等による環境影
響の回避又は低減に努める。 
また、工事車両の走行ルートの適切な選定、
通行時間帯の配慮等を行う計画とする。さ
らに、同時期に施工されていると思われる
万博事業、道路、鉄道等のインフラ工事な
どの影響も考慮した計画とする。 

３－２ 地盤沈下 

 

地下水位の低下や地盤の変形が生じな
いよう配慮するなど、地盤沈下の防止
に努めること。 

― 

工事中は地下水位の低下による地盤沈下が
生じるような計画はないこと、また、供用
時には、地下水を利用するような行為はな
いことから、選定しない。 

３－３ 土壌 

 

土壌汚染の発生及び拡散防止に努める
こと。 

〇 

事業計画地のうち、敷地Ａと敷地Ｂは、埋
立地特例区域に指定されているため、今後、
土壌汚染対策法及び府市条例等に基づき対
応を行い、島内処分を主体とした発生抑
制・減量化・リサイクル等について適正な
対策を講じる。また、工事中は、仮囲いを
設置し、場内において工事車両走路の養
生・清掃等を行うことに加えて、汚染土壌
の運搬・搬出の際には、ダンプ荷台の汚染
土壌をシートで覆う等、粉じんの発生抑制、
汚染土壌の飛散等防止に務める。 
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表 3.1(4) 事業計画に反映した配慮事項の内容 

環境配慮項目及び環境配慮事項 
選定の 
有無 

環境配慮の内容 

（選定しない場合はその理由） 

３－４ 日照阻害、電波障害 
 建物・構造物の配置・形状の検討にあ

たっては、日照阻害、電波障害に関す
る周辺環境への影響の回避又は低減に
努めること。 

〇 

事業計画に基づき、夢洲周辺地域の電波
障害の影響を把握するとともに、その影
響が想定される場合には、低減に向けた
対策を検討する。なお、夢洲及びその周
辺に日照阻害が及ぶ環境保全施設はな
いと考える。 

３－５ 都市景観 

 

建物・構造物の配置・デザイン・色彩
等については、周辺景観との調和や地
域性に配慮した工夫を施すとともに、
必要に応じて植栽等で修景することに
より、眺望景観・夜間景観を含めた地
域の特性に応じた良好な都市景観の形
成に努めること。 

〇 

建物・構造物の配置・デザイン・色彩等
については、周辺景観との調和や地域性
に配慮し、良好な都市景観の形成に努め
る。また、大規模建物を中心としたシル
エットの形成やライトアップを検討し、
大スケールのパノラマ景観及び夜間景
観の形成に取り組むとともに、大阪・関
西の玄関口にふさわしく、観光拠点の新
しい顔となる魅力的な空間の創出につ
いて配慮する。 

３－６ ヒートアイランド 

 

人工排熱の低減、放熱の抑制、緑化の
推進、水の活用や、クールスポットの
創出など施設供用時における効果的な
暑熱対策に努めること。 

〇 

敷地内での緑地整備による放熱の抑制、
水景等による水の活用、空調設備の高効
率化による人工排熱の低減等のヒート
アイランド対策を検討する。 

一体的なオープンスペースを確保する
など海風の誘導に配慮すること。また、
市街地での適度な通風の確保のため
に、細やかな風通しへの配慮に努める
こと。 

― 

事業計画地は海上埋立地であり、海風に
よる計画地内での通風性の確保が可能
であることから選定しない。 

３－７ 風害 

 

事業計画地周辺の風環境特性を把握
し、風害の発生を抑制する建物配置等
について検討すること。 

〇 

高層建築物を整備する計画であり、可能
な範囲で風害の発生を抑制する施設計
画について検討する。そのうえで、さら
なる対策が必要な箇所には、防風植栽等
の配置を検討して、風環境の緩和を図
る。 

３－８ 交通安全 

 

事業から発生する自動車交通に起因す
る交通渋滞の防止を図るとともに、高
齢者や障がいのある人を含めた歩行者
の安全を確保し、利便性・快適性の向
上に努めること。 

〇 

駅と事業計画地をバリアフリー動線に
よって結ぶことで車いす利用者等を含
む歩行者の安全で快適な移動経路を確
保する。 
また、駐車場周辺での交通誘導員による
案内・誘導を適宜実施するなどの対策を
検討することにより、歩行者等の安全を
確保し、利便性・快適性の向上に努める。 

４ 自然環境 
４－１ 地象、水象 

 

土地の改変にあたっては、事業計画地
及びその周辺における地形、地質、土
質、河川の水量・水位、海域の潮流・
波浪への影響の回避又は低減に努める
こと。 

〇 

係留施設の建設にあたっては、形状の工
夫や長さ等を極力抑えるなど、周辺海域
の潮流・波浪への影響の回避又は低減に
努める。 

 

地下構造物の建設や地下水採取にあた
っては、地下水脈への影響の回避又は
低減に努めること。 

〇 

本事業の地下構造物の施工については、
できる限り事業計画地及び周辺地域の
地下水脈に影響を及ぼさないような工
法の選定に努める。 
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表 3.1(5) 事業計画に反映した配慮事項の内容 

環境配慮項目及び環境配慮事項 
選定の 
有無 

環境配慮の内容 

（選定しない場合はその理由） 

４－２ 動物、植物、生態系 

 

土地利用や施設配置の検討にあたっては、動
物、植物の生息・生育環境への影響の回避又は
低減に努めること。また、動植物の重要な生
息・生育地をやむを得ず改変する場合には、改
変地の修復、移植・代替生息地の確保など適切
な措置を講じるよう努めること。 

〇 

土地利用の検討にあたっては、動物、植
物の生息・生育環境への影響の低減に努
める。 
 

 

良好な緑地、水辺、藻場、干潟の保全に努める
こと。緑地等の保全にあたっては、事業計画地
周辺の良好な環境との連続性に配慮するとと
もに、まとまりのある面積の確保に努めるこ
と。また、緑地帯における植栽樹種の選定にあ
たっては、自然植生への配慮に努めること。 

〇 

「結びの庭」ゾーンでは植栽面積を可能
な限り広く確保することを目指し、在来
種を基本として地域の生態系へ配慮した
緑地整備を検討する。外周沿道部には一
定の植樹帯を整備することで、緑地の連
続性の確保に努める。 

 

土地利用や施設の検討にあたっては、生物多様
性の保全に配慮し、事業計画地及びその周辺地
域における生態系ネットワークの維持・形成に
寄与する自然環境を保全・創出するとともに、
普及啓発活動にも努めること。 

〇 

各ゾーンの演出に応じて多様な植物の導
入を目指し、様々な水とみどりによる多
様な空間の整備を検討する。敷地内部の
多種多様な緑地と外周沿道部に一定の植
樹帯を整備することにより、生態系ネッ
トワークの維持・形成をめざす。 

 

工事による粉じん、騒音、振動、濁水等が動植
物の生息・生育環境に及ぼす影響の低減に配慮
した工事計画の策定に努めること。 〇 

工事による粉じん、騒音、振動、濁水等
が動植物の生息・生育環境に及ぼす影響
の低減に配慮した工事計画の策定に努め
る。 

４－３ 自然景観 

 
人工物の位置、規模、形状等については、周辺
景観との調和に配慮し、良好な自然景観の保全
に努めること。 

〇 
建築物について、周辺景観との調和に配
慮するとともに、敷地内に緑地を整備す
る等自然景観への配慮にも努める。 

４－４ 自然とのふれあい活動の場 

 

緑地空間、親水空間等を保全するなど、自然と
のふれあい活動への影響の回避又は低減に努
めること。また、事業計画地内においては、人々
が自然とふれあうことのできる緑地空間、親水
空間等の創出に努め、自然を体験・学習できる
場としての活用に努めること。 

〇 

緑地空間、水景等を整備し、自然とのふ
れあいの場を意識した空間の創造に努め
る。 

５ 歴史的・文化的環境 
５－１ 歴史的・文化的景観 

 

建物・構造物の配置・デザイン・色彩等につい
ては、周辺の伝統的景観との調和に配慮し、必
要に応じて植栽等で修景することにより、歴史
的・文化的景観の保全に努めること。 

― 

事業計画地は埋立地であり、歴史的・文
化的景観が周辺に存在しないことから選
定しない。 

５－２ 文化財 

 
土地の改変や建物・構造物の設置にあたって
は、文化財の保全に努めること。 

― 
事業計画地は埋立地であり、文化財が周
辺に存在しないことから選定しない。 
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表 3.1(6) 事業計画に反映した配慮事項の内容 

環境配慮項目及び環境配慮事項 
選定の 
有無 

環境配慮の内容 

（選定しない場合はその理由） 

６ 地球環境 
６－１ 温室効果ガス、オゾン層破壊物質 

 

省エネルギー型機器、余熱利用、地域冷暖房の
採用などエネルギーの効率的な利用に努める
こと。また、自然光や自然通風の活用、地中熱・
下水熱の利用、太陽光発電の導入など再生可能
エネルギーの利用に努めるとともに、水素など
の新たなエネルギーの活用について検討する
こと。さらに、再生可能エネルギーの調達によ
り、エネルギーの脱炭素化を図ること。その他
オゾン層破壊物質の排出抑制に努めること。 

〇 

施設供用時は、海水熱利用システム及び
コージェネレーションシステム等による
エネルギー供給を常時行う計画である。 
また、太陽光発電の導入や施設で利用す
るサービス車両にＺＥＶ（電気自動車等
のゼロエミッションビーグル）の採用を
検討し、総合的に温室効果ガス（ＣＯ２等）
の発生抑制に努める。 

 
建築物の向きや室の配置等の配慮や断熱性・日
射遮蔽性の高い部材の採用等による熱負荷の
抑制に努めること。 

〇 
日射の影響を抑制する室配置を検討する
とともに、断熱性の高い窓ガラスの採用
等により、熱負荷の抑制に努める。 

 
建築物への国産木材の利用を図ること。 

〇 
内装材等について、国産木材の利用を検
討する。 

 

最新のデジタル技術を用いたエネルギー管理
システムの構築や行動科学の知見の活用等に
より、地域やビルで消費されるエネルギーの合
理的・効率的な利用に努めること。 

〇 

エネルギー使用量や運転状況を一元的に
管理し、室内環境とエネルギー性能の最
適化を図る。 

６－２ 気候変動適応策 

 
コージェネレーションシステムや再生可能エ
ネルギー、蓄電池など、災害に強い自立・分散
型エネルギーシステムの導入に努めること。 

〇 
海水熱利用システム及びコージェネレー
ションシステム等によるエネルギー供給
を常時行う計画である。 

 

関係機関と連携して避難場所等の提供や地下
空間における浸水対策等風水害対策に取り組
むこと。 

〇 

災害発生時に備えて避難計画の策定や防

災訓練を実施し、平時より関係機関との

連携体制の構築を図る。また、帰宅困難

者支援としてＩＲ施設に 3 日間以上安全

に滞在できる避難場所を提供する。 

風水害対策として、主要施設の床レベル

は想定される津波・高潮を上回る高さに

設定する。 

地下空間における浸水・冠水に配慮した

計画を検討し、熱源・電気設備等の重要

な機械室については地上階へ設置するな

どして浸水リスクの軽減を図る。 

７ 次世代への貢献 
７-１ 環境イノベーションの創出 

 

新たなエネルギー・脱炭素技術など最先端の環
境技術のうち、社会実装に向けて開発・実証段
階にある革新的な技術について積極的に導入
を検討すること。 

〇 

エネルギーセンターにおいて、発電・熱
源設備等のエネルギー源を制御し、電力
需給の調整を行う。 
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第４章 環境影響評価の項目、調査、予測及び評価の手法 

4.1 環境影響要因 

本事業の実施に伴う一連の行為のうち、周辺環境に影響を及ぼす恐れのある要因（以下、「環境影

響要因」という。）を、「建設工事」、「施設の利用」及び「施設の存在」の各段階について抽出し

た。 

環境影響要因は、表 4.1.1 に示すとおりである。 

表 4.1.1 環境影響要因 

区 分 環境影響要因の内容 備 考 

建設工事 

土地の改変 
掘削等による土地の形状変更、係留施設

の整備 

工事関連車両の走行等 
工事関連車両の走行、なお工事関連船舶

の運航については検討中 

建設機械の稼働  

施設の利用 

施設の供用 
海水熱利用システム、発電その他施設の

供用 

施設関連車両の走行等 
来場車両、搬入車両等の走行、施設関連

船舶の運航 

施設の存在 高層建築物等の存在等 高層建築物等の存在、係留施設の存在 

 

4.2 環境影響評価項目 

大阪市の環境影響評価技術指針に示された予測・評価の対象となる項目（以下「環境影響評価項目」

という。）のうち、前項で抽出した環境影響要因により影響を受けると考えられ、予測・評価を行う

必要があると考えられる項目として、「大気質」、「水質・底質」、「土壌」、「騒音」、「振動」、

「低周波音」、「電波障害」、「廃棄物・残土」、「地球環境」、「気象」、「動物」、「植物」、

「生態系」、「景観」、「自然とのふれあい活動の場」の 15項目を選定した。 

環境影響要因と環境影響評価項目の関係は、表 4.2.1(1)～(2)に示すとおりである。 

なお、夢洲１区の太陽光発電施設の設置については、工事関連車両の走行等に伴う大気質、騒音、

振動、自然とのふれあい活動の場の影響、施設の存在に伴う景観の影響を対象とした調査・予測・

評価を行うこととする。また、夢洲１区の太陽光発電施設の設置は、他事業で既に利用されている

土地における設備配置作業等を行うものであるため、土地の改変及び建設機械の稼働に伴う環境影

響を対象とした調査・予測・評価は行わない。 
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表 4.2.1(1) 環境影響要因と環境影響評価項目の関係 

環境影響要因の区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境要素の区分・細項目 

環境影響要因 

選定する理由・選定しない理由 

施
設
の
存
在 

施
設
の
利
用 

建
設
工
事 

高
層
建
築
物
等
の

存
在
等 

施
設
関
連
車
両
の

走
行
等 

施
設
の
供
用 

建
設
機
械
の
稼
働 

工
事
関
連
車
両
の

走
行
等 

土
地
の
改
変 

 1．大気質 

二酸化硫黄（SO2）  〇   〇  
建設工事の実施に際して、船舶による資材搬入が検討されている。さらに、施設の利用に伴う船舶による来場者の運搬が計画されてい

るため、環境影響評価項目として選定する。 

二酸化窒素（NO2）  〇 〇 〇 〇  建設機械の稼働及び工事関連車両の走行により発生する排出ガス、施設の利用に伴うガスエンジン、ヒートポンプ等空調設備の稼働、

施設関連車両の走行により発生する排出ガスの影響が考えられる。また、建設工事の実施に際して、船舶による資材搬出入、作業員の

運搬が検討されており、さらに、施設の利用に伴う船舶による来場者の運搬が計画されているため、これらの排出ガスに含まれる二酸

化窒素及び浮遊粒子状物質を環境影響評価項目として選定する。 
浮遊粒子状物質（SPM）  〇 〇 〇 〇  

 2．水質・底質 

 

水

質 

化学的酸素要求量
（COD）、全窒素（T-N）、
全リン（T-P）、溶存酸素
量（DO） 

     〇 

建設工事中の雨水排水については、適切な水質管理を行い、雨水管へ放流する計画であり、公共用水域の水質（COD、T-N、T-P、DO

等）に影響を及ぼすことはないと考えられる。ただし、汚水排水（工事作業員のし尿等）を浄化槽で処理後に雨水管より海域へ放流す

るため、環境影響評価項目として選定した。海域での工事については、SS 以外の項目で水質に影響を及ぼすことはないと考えられる。 

供用時に公共用水域へ排水を放出する施設・行為はない（海水熱利用システムを除く）ため、環境影響評価項目として選定しない。 

水温   〇    海水熱利用システムの給排水があることから、公共用水域の水温について環境影響評価項目として選定する。 

浮遊物質量（SS）      〇 建設工事中の排水等により、公共用水域への濁りの影響が考えられることから、環境影響評価項目として選定する。 

水素イオン濃度（pH）      〇 
建設工事中の排水、コンクリート打設等により、公共用水域へのアルカリ性排水の影響が考えられることから、環境影響評価項目とし

て選定する。 

健康項目（有害物質）   

 

   

工事中の排水については、濁水処理施設で排水基準に適合する様に処理を行い、雨水排水管へ放流予定である。また、汚水を下水管へ

排水出来ない期間については、浄化槽を設け排水基準に適合する様に処理を行った後、雨水管へ排水、もしくは、汲み取りにより処理

を行う予定である。また、建設工事中及び施設の利用において、有害物質の使用がないことから、環境影響評価項目として選定しない。 

底

質 

化学的酸素要求量
（COD）、全窒素（T-N）、
全リン（T-P） 

     〇 

建設工事中の雨水排水については、適切な水質管理を行い、雨水管へ放流する計画であり、公共用水域の底質（COD、T-N、T-P、DO

等）に影響を及ぼすことはないと考えられる。ただし、汚水排水（工事作業員のし尿等）を浄化槽で処理後に雨水管より海域へ放流す

るため、環境影響評価項目として選定した。 

供用時に公共用水域へ排水を放出する施設・行為はない（海水熱利用システムを除く）ため、環境影響評価項目として選定しない。 

水底土砂に係る判定基
準項目       建設工事中及び施設の利用において、有害物質の使用がないことから、環境影響評価項目として選定しない。 

 3．地下水   

 

   

工事中の排水については、濁水処理施設で排水基準に適合する様に処理を行い、雨水排水管へ放流予定である。また、汚水を下水管へ

排水出来ない期間については、浄化槽を設け排水基準に適合する様に処理を行った後、雨水管へ排水する予定である。また、建設工事

中及び施設の利用において、有害物質の使用がないことから、環境影響評価項目として選定しない。 

 4．土 壌   
 

  〇 
臨港鉄道北港テクノポート線建設事業に係る土壌等の調査により、本事業計画地近傍にて、汚染された土壌の存在が確認されたことか

ら、土地の改変について環境影響評価項目として選定する。 

 5．騒 音 

 

等価騒音レベル  〇 〇  〇  
建設工事中の工事関連車両の走行、施設の利用時の施設関連車両の走行による影響、施設の利用に伴うガスエンジン、ヒートポンプ等

空調設備の稼働、屋外催事による影響が考えられることから、環境影響評価項目として選定する。 

騒音レベルの 90％レンジ上

端値等 
  〇 〇   

建設工事中の建設機械の稼働、施設の利用に伴うガスエンジン、ヒートポンプ等空調設備の稼働、屋外催事による影響が考えられるこ

とから、環境影響評価項目として選定する。 

 6．振 動 
振動レベルの 80％レンジ上

端値等 
 〇  〇 〇  

建設工事中の建設機械の稼働、工事関連車両の走行及び施設の利用時の施設関連車両の走行による影響が考えられることから、環境影

響評価項目として選定する。 

 7．低周波音 Ｇ特性音圧レベル等   〇    
施設の利用に伴うガスエンジン、ヒートポンプ等空調設備の稼働、屋外催事による影響が考えられることから、環境影響評価項目とし

て選定する。 
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表 4.2.1(2) 環境影響要因と環境影響評価項目の関係 

環境影響要因の区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境要素の区分・細項目 

環境影響要因 

選定する理由・選定しない理由 

施
設
の
存
在 

施
設
の
利
用 

建
設
工
事 

高
層
建
築
物
等
の
存
在

等 施
設
関
連
車
両
の
走
行

等 施
設
の
供
用 

建
設
機
械
の
稼
働 

工
事
関
連
車
両
の
走
行

等 土
地
の
改
変 

 8．地盤沈下   
 

   
工事中は地下水位の低下による地盤沈下が生じるような計画はないこと、また、供用時には、地下水を利用するような行為はないこと

から、環境影響評価項目として選定しない。 

 9．悪 臭       建設工事中及び施設の利用において、悪臭を発生させる施設・行為はないことから、環境影響評価項目として選定しない。 

10．日照阻害   
 

   
夢洲及びその周辺に高層建築物の存在による日照阻害が及ぶ環境保全施設がなく、周辺環境（生活環境）への影響はないと考えるため、

環境影響評価項目として選定しない。 

11．電波障害 〇      高層建築物による周辺環境（生活環境）への影響が考えられることから、環境影響評価項目として選定する。 

12．廃棄物・残土 
廃棄物   〇   〇 建設工事に伴う廃棄物及び施設の利用に伴う廃棄物が発生することから、環境影響評価項目として選定する。 

残土      〇 建設工事に伴う残土が発生することから、環境影響評価項目として選定する。 

13．地球環境   〇    
施設の利用に伴うガスエンジン、ヒートポンプ等空調設備の稼働により温室効果ガスの発生が考えられることから、環境影響評価項目

として選定する。 

14．気象（風害を含む） 〇      施設の存在において、高層建築物により風害が生じる可能性があることから、環境影響評価項目として選定する。 

15．地 象       計画地は埋立地であり、周辺の地形・地質に影響を及ぼすことはないことから、環境影響評価項目として選定しない。 

16．水 象   
 

   
施設の存在において、防波堤・船舶発着施設が、海域の流況に影響を及ぼす可能性はほぼないことから、環境影響評価項目として選定

しない。 

17．動 物 

陸域動物 〇   〇  〇 
建設工事中の建設機械の稼働、土地の改変、高層建築物の存在により、鳥類への影響が考えられることから、環境影響評価項目として

選定する。 

海域動物   〇   〇 
工事排水の海域への流入等、施設の供用時の海水熱利用システムからの温排水により海域動物への影響が考えられることから、環境影

響評価項目として選定する。 

18．植 物 

陸域植物   
 

   
計画地及びその周辺は、概ね裸地に近い状態となっており、陸域植物は、ほぼ存在しないと考えられることから、環境影響評価項目と

して選定しない。 

海域植物   〇   〇 
工事排水の海域への流入等、施設の供用時の海水熱利用システムからの温排水により海域植物への影響が考えられることから、環境影

響評価項目として選定する。 

19．生態系 

陸域生態系       
計画地及びその周辺は、概ね裸地に近い状態となっており、鳥類以外の陸域動物、陸域植物は、ほぼ存在しないと考えられることから、

環境影響評価項目として選定しない。 

海域生態系   〇   〇 
工事排水の海域への流入等、施設の供用時の海水熱利用システムからの温排水により海域生態系への影響が考えられることから、環境

影響評価項目として選定する。 

20．景 観 〇      施設の存在により眺望の変化が考えられることから、環境影響評価項目として選定する。 

21．自然とのふれあい活動の場  〇 
 

 〇  
建設工事中の工事関連車両の走行、施設の供用時の施設関連車両の走行により、舞洲内の公園等の利用者へ影響が考えられることから

環境影響評価項目として選定する。 

22．文化財       計画地及びその周辺に重要な文化財の存在がないことから、環境影響評価項目として選定しない。 
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4.3 環境影響評価の実施を予定している区域 

環境影響評価の実施を予定している区域は、環境影響評価項目毎に環境影響が及ぶと想定され

る範囲を考慮し、大阪市此花区、港区、住之江区を予定している。 

 


